







『ハンギョレ新聞』は 2011 年現在、韓国における全国日刊紙として認知されており、「革新 1）」論調で
知られる新聞である。1970 ～ 80 年代に既存メディアから解雇された記者らが中心となり、韓国民衆の



















































































































ていたが、1987 年 7 月に李
































しかし、鄭泰基は、必要経費を大幅に節約し 100 億ウォンでつくる予定だと 1987 年 11 月に明かし
ている。国民募金（国民株）で 50億ウォン 12）を準備し、残りの 50億ウォンは銀行から融資を受ける
計画だと述べたのである13）。上記の全国日刊紙の平均固定資産より約150億ウォン少ない金額であるが、
鄭泰基は研究に基づいた結論として、写真植字機・出力装置・組版・輪転機など、新聞発行に必要なハー
ド面（工務施設関連）にかかる費用を最小限に抑える工夫をした。その “秘密兵器 ” が、コンピューター




































この席で発議者 196 名が資金を出し合い、計 1億ウォンをまずプールした。この中には、解職記者た
ち 155 名がそれぞれ約 50万ウォンずつ出し合った約 7750 万ウォンも含まれており、この資金は、創
刊準備における実務費に当てられることになった。出し合った資金だけでは、創刊には全く届かなかっ
たため、国民募金を本格的に実行することになった。この国民募金方式は、徐炯洙によって具体的に計
画化され、1987 年 10 月に事業計画書として発表された。10月以降、最初に「国民一株キャンペーン」
を発案した李炳注は、国民株（国民募金）を担当する総責任者になった。

































































金募金の広告を掲載し始めた 16）。広告の効果は絶大で、紙面広告掲載を始めた 11月 6日だけで 1,100
万ウォンの募金があった。
1987 年 11 月 14 日の時点で、設立会員を約 5100 名まで拡大させ、10億 7000 万ウォンを集めた。
その内訳は、創刊を発議したメディア関係者（記者出身の人間および現役記者）約 200 人が一人当たり
最低 50万ウォンを出して約 1億 7000 ウォンを集め、それ以外の『ハンギョレ新聞』創刊発起人 3100









【写真 1】『ハンギョレ新聞便り』（1987 年 11 月 18 日発行）に掲載された国民株募集の広告










その後、1月 28 日からは “ ラストスパート ” ともいえる「募金キャンペーン」を行った 20）結果、募
金総額と株主数を急激に伸ばした。『ハンギョレ新聞便り』第 1号～ 7号を元にして筆者が作成した以
下のグラフを見ても、1988 年 1月 20日以降に急激に伸び幅が大きくなっていることがわかる。
 【グラフ 1　株総額の変化】 【グラフ 2　株主数の変化】
（ 『ハンギョレ新聞便り』第 1号～ 7号を元に筆者が作成） （『ハンギョレ新聞便り』第 1号～ 7号を元に筆者が作成）
࠙ࢢࣛࣇ 1 ᰴ⥲㢠ࡢኚ໬ࠚ 
࠙ࢢࣛࣇ 2 ᰴ୺ᩘࡢኚ໬ࠚ
࠙⾲ 1 ᰴ⥲㢠࡜ᰴ୺ᩘࡢኚ໬ࠚ 
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このようにして、1987 年 10 月 30 日から 108 日間続いた創刊基金募金運動は、1988 年 2 月 25 日
に出資者約 2万 7,000 人、創刊基金 50 億ウォンを集め、目標を達成して募金を完了した。
株の購入層を職業別に見ると、会社員 28パーセント・学生 12パーセント・小中高教員 9パーセント
であり、比較的高学歴者であると思われる層が全体の 49パーセントを占めていたことがわかった。ま
た、株購入層を世代別にみると、20 歳未満が 8.2 パーセント、20 ～ 29 歳が 34.6 パーセント、30 ～
39 歳が 26.4 パーセント未満であり、39歳未満の合計が 69.2 パーセントを占めた。この結果からわか
るのは、株購入層は、比較的若年層が占めたということである。
 【グラフ 3（左）　国民株主の職業別割合】 【グラフ 4（右）　国民株主の世代別割合】














































































































第 2に、株の購入制限によるバランスを挙げられるであろう。また、創立者本金 50 億ウォンを目標
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３）  「言論民主化」には 4つの解決されるべき問題点があると宋建鎬（1927.9.27 ～ 2001.12.21。『東亜日報』記者
などを経て、民主言論運動協議会議長。ハンギョレ新聞社の初代～ 4代の代表取締役）は指摘する。それは、①







響力も大きい報道機関（main stream media, news organization）を、「企業メディア（corporate media）」と呼
ぶことも多い。
５）  例えば、キムミンナム ,2001『新しく書く韓国言論史』アチム（김민남 ,2001『새로 쓰는　힌국언런사』아침）
などを参照。
６）  2008 年 8月 29日に李仁哲氏へ聞き取り調査。




朴元淳は 9月 23 日以降にハンギョレ新聞創刊に、外部から “ 側面援助 ” のような形で実務に関わっていったと
推認できる。もちろん、本人への確認が必要であることは言うまでもなく、現在調査進行中である。
８）  東亜自由言論守護闘争委員会、2005『自由言論』ヘダムソル（동아자유언론수호투쟁위원회 ,2005『자유언론』
해담솔）
９）  「新しい言論機関の創設を提案する」『月刊言葉』創刊号、民主言論運動協議会、1985 年 6月（「새로운 언론기
관의 창설을 제안한다」『월간 말』민주언론운동협의회 ,1985년 6월）p4-5
10）  原文は以下の通り。なお、「언론」という言葉については、ここでは「ジャーナリズム」と訳出した。
 「다섯째 , 언론자유의 창달을 위해 관련제도와 관행을 획기적으로 개선해야 합니다 . 아무리 그 의도가 좋더라도 , 
언론인 대부분의 비판의 표적이 되어온 언론기본법은 시급히 대폭 개정되거나 폐지하여 다른 법률로 대체되어야 
할 것입니다 . 지방주재 기자를 부활시키고 프레스카드 제도를 폐지하며 지면의 증면 등 언론의 자율성을 최대한 보
장하여야 합니다 . 정부는 언론을 장악할 수도 없고 장악하려고 시도하여서도 아니됩니다 . 국가안전보장을 저해하
지 않는 한 언론은 제약받아서는 아니됩니다 . 언론을 심판할 수 있는 것은 독립된 사법부와 개개인의 국민임을 다
시 한번 상기합니다 .」
11）  ハンギョレ創刊 20年史編纂委員会、2008『希望へ向かう道―ハンギョレ 20年の歴史』ハンギョレ新聞社（한
겨레창간 20년사편찬위원회 ,2008 『희망으로 가는 길  한겨레 20년의 역사』한겨레신문사）
12）  「反骨で売る新生朝刊紙『ハンギョレ』は韓国新聞界の “台風の目 ”」『週刊朝日』1988 年 6月 17日号によると、
当時の日本円で約 8億 6000 万円となる。
13）  月刊『泉が深い水』1987 年 11 月号（월간『샘이깊은물』1987년 11월호）
14）  一部の雑誌社では採用していた。
15）  2009 年 8月 25日、鄭泰基氏への聞き取り調査。
16）  『朝鮮日報』1987 年 11 月 6日 8面の広告が初。
17）  『ハンギョレ新聞便り（한겨레신문소식）』1987 年 11 月 18日発行。
18）  『ハンギョレ新聞便り』第 4号（1987 年 11 月 24日発行）。
19）  例えば、『東亜日報』1987 年 12 月 24日 7面。半面が『ハンギョレ新聞』の広告が占めている。
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20）  『ハンギョレ新聞便り』第 6号（1988 年 2月 9日）1面には、「特に、先日 1月 28 日には募金キャンペーンが
開始されて以来、一日の入金額が（過去）最高の 1億 6000 万ウォンとなるなど 1億を超えた」と記録されている。
21）  韓国・統計庁が運営する国家統計ポータル（www. http://kosis.kr）による。本来ならば、1987 年および 88 年
の統計を用いるべきであるが、統計庁の人口統計は 5年毎になされており、1987 ～ 88 年の近似値としては
1985年と 1990年の数値が挙げられる。ただ、光州については1985年の人口統計は公開されていない。これは、






23）  『ハンギョレ新聞』1989 年 10 月 4日付「安企部、本紙読者性向調査」（11面）








ナリズム研究では主流である。Bill Kovach, Tom Rosenstiel “ The Elements of Journalism: What Newspeople Should 
Know And the Public Should Expect ” （THREE RIVERS PRESS,2001）、Frederick S. Siebert “Four Theories of the 
Press: The Authoritarian, Litertarian, Social Responsibility, and Soviet Communist Concepts of What the Press Should 
Be and Do”（University of Illinois Press,1963）、Robert Leigh , Commission on Freedom of the Press “A Free and 
Responsible Press, a General Report on Mass　Communication:Newspapers, Radio, Motion Picture, Magazines, and 
Books”（Univ of Chicago Press,1947）などを参照。
26）  1993 年 5月 15日付『ハンギョレ新聞』によると、93年 4月末現在で、株主は 61.866 名であった。
27）  韓東燮、2000「ハンギョレ新聞とメディア政治経済学」コミュニケーションブックス（한동섭 ,2000『한겨레신
문과 미디어 정치경제학』커뮤니케이션북스）
28）  1993 年 6月 19 日におこなわれた株主総会において、金重培を代表取締役とする新・取締役会構成案が可決さ
れたが、これに不満を抱いた一部の株主が、取締役会選出の手続きを問題として訴訟を起こした。















【2011 年 12 月 9日 レフェリーの審査を経て掲載決定】
